
区分Ⅱ

区分Ⅰ

外来 月額 12,000円
入院 月額 35,400円
外来 月額   8,000円
入院 月額 15,000円

区分Ⅱは介護保険の要介護２以上の認定が必要
※誕生日が昭和27年6月30日以前の人は経過措置対
　象者となり、介護保険の認定要件は不要です。

内　　　容
対象者

所得制限基準

一部負担金
外来

入院

内　　　容

内　　　容

　福祉医療制度は、国民健康保険または職場の健康保険などのいずれか
の健康保険に加入している一定所得以下の高齢期移行者、障がい者
（児）、乳幼児など、児童、母子家庭、父子家庭、遺児の人に、健康保
険で診療を受けた場合の自己負担額の一部を助成し、安全・安心な社会
づくりを推進する施策の一環として大きな役割を果たしています。
　現在受給者証をお持ちの人については６月末頃に更新を行い、継続し
て各福祉医療制度に該当する人には新しい受給者証（桃色）を郵送しま
す。

※新たに対象となる人は、健康保険証・印
鑑(朱肉をつかうもの)・令和３年度所得課
税証明書（令和３年１月２日以降に転入し
た人）・障害者手帳（障害者・高齢障害者
医療費助成制度対象者）・介護保険被保険
者証を持参のうえ、保険年金グループに申
請してください。（詳しくは保険年金グル
ープまでお問い合わせください）

福祉医療制度などの該当者に受給者証を送付します
▶問合せ　保険年金グループ　☎０７９（４３５）２５８１

高齢期移行助成事業

障害者医療費助成事業・高齢障害者医療費助成事業

乳幼児等医療費助成事業 こども医療費助成事業

母子家庭等医療費助成事業

※低所得者とは、所得制限判定対象者が町民税非課税で、年金収入と所得の合計が80万円以下の人です。
※乳幼児等医療とこども医療においては、指定難病などにおける受給者証を使用した場合に償還払いで助成できま
　す。申請には領収書などが必要になりますので、詳しくは保険年金グループまでお問い合わせください。
※令和３年７月より、福祉医療制度の助成対象に、訪問看護療養費が追加されます。

内　　　容
65歳以上69歳以下の人
町県民税非課税世帯かつ本人の年金収入を加えた所得が80万円以下の人
定率２割負担

・障がい程度１級・２級・３級（内部障害のみ）の身体障がい者
・知的障がい者（療育A・B１判定）
・精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳１級所持者）ただし、精神疾患による医療
　を除く一般医療が対象
世帯の町民税所得割税額合計額が23.5万円未満の人

出生から小学３年生まで
所得制限なし
一部負担金なし
一部負担金なし

小学４年生から中学３年生まで
所得制限なし
一部負担金なし
一部負担金なし

20歳に達した年度末までの児童を監護する母または父及びその児童、遺児
児童扶養手当の所得制限（全部支給）の基準を準用

１医療機関あたり、１日600円を限度に月２回（1,200円まで）の負担
【低所得者は、１日400円を限度に月２回（800円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額月額2,400円）【低所得者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して３カ月を超える入院の場合）は、４カ月目以降の一部負担金なし

１医療機関あたり、１日800円を限度に月２回（1,600円まで）の負担
【低所得者は、１日400円を限度に月２回（800円まで）の負担】
定率１割負担（負担限度額　月額3,200円）【低所得者は、月額1,600円】
※長期入院（連続して３カ月を超える入院の場合）は、４カ月目以降一部負担金なし

対象者
所得制限基準
一部負担金

対象者

対象者

所得制限基準

所得制限基準

一部負担金

一部負担金

外来

外来

入院

入院

負担限度額

内　　　容
対象者

所得制限基準

一部負担金 外来
入院

①均等割額
51,371円

②所得割額
（令和２年中（１～12月）の
総所得金額等－基礎控除額43万円）×
所得割率10.49％

①＋②

＋

＝

保険料額（年額）
（賦課限度額64万円）

▼
問
合
せ
　
保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
　
☎
０
７
９
（
４
３
５
）
２
５
８
１

　
　
　
　
　
兵
庫
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局
（
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）
☎
０
７
８
（
３
２
６
）
２
０
２
１

令和３年度の保険料額

１
　
令
和
３
年
度
の
保
険
料
額

決
定
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

（
７
月
中
旬
）

保
険
料
の
計
算
方
法

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
は
、

被
保
険
者
一
人
ひ
と
り
に
お
支
払
い
い
た

だ
き
ま
す
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
（
年

額
）
を
決
め
る
基
準
で
あ
る
保
険
料
率

（
均
等
割
額
と
所
得
割
率
）
は
２
年
ご
と

に
見
直
し
、
令
和
３
年
度
の
保
険
料
額
は

左
図
の
と
お
り
で
す
。

 

保
険
料
の
口
座
振
替
が
で
き
ま
す

　
年
金
天
引
き
以
外
の
人
は
口
座
振
替
へ

変
更
で
き
ま
す
。
変
更
を
希
望
す
る
場
合

は
、
口
座
振
替
依
頼
書
を
提
出
し
て
く
だ

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

さ
い
。

※

年
金
天
引
き
中
の
人
は
基
本
的
に
は
変

更
が
で
き
ま
せ
ん
が
、
理
由
に
よ
っ
て
は

変
更
が
で
き
ま
す
。
変
更
希
望
の
人
は
、

保
険
年
金
グ
ル
ー
プ
ま
で
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

※

口
座
振
替
の
開
始
は
、
申
し
込
み
か
ら

２
カ
月
後
の
納
期
分
か
ら
で
す
。

▼
申
請
場
所
　
納
付
通
知
書
、
通
帳
、
通

帳
印
を
持
参
の
う
え
保
険
年
金
グ
ル
ー
プ

へ
申
請
お
願
い
し
ま
す

保
険
料
の
減
免
制
度
が
あ
り
ま
す

　
災
害
な
ど
に
よ
り
保
険
料
を
減
免
す
る

必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
申

請
に
よ
り
保
険
料
を
減
免
し
ま
す
。

２
　
７
月
中
旬
頃
に
新
し
い
被

保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す

被
保
険
者
証

　
被
保
険
者
証
の
更
新
時
期
は
毎
年
８
月

１
日
で
す
。
７
月
中
旬
頃
に
新
し
い
被
保

険
者
証
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
８
月
１
日

か
ら
新
し
い
被
保
険
者
証
を
医
療
機
関
な

ど
の
窓
口
で
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。
保
険

料
の
納
付
状
況
に
よ
っ
て
は
、
有
効
期
間

が
短
い
被
保
険
者
証
（
短
期
被
保
険
者

証
）
を
送
付
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
納

付
が
困
難
な
事
情
が
あ
る
場
合
は
早
め
に

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
有
効
期
限

の
切
れ
た
被
保
険
者
証
は
細
か
く
切
る
な

ど
し
て
処
分
し
て
く
だ
さ
い
。

医
療
費
の
負
担
割
合
を
見
直
し
ま
す

　
令
和
２
年
中
の
所
得
な
ど
に
よ
り
、
医

療
費
の
負
担
割
合
を
見
直
し
ま
す
。

※

被
保
険
者
と
70
歳
以
上
の
同
一
世
帯
に

よ
り
判
定
し
ま
す
。

負
担
額
減
額
制
度
が
あ
り
ま
す

　
①
②
い
ず
れ
か
の
条
件
に
当
て
は
ま
る

人
は
、
医
療
費
と
入
院
時
の
食
事
代
な
ど

が
適
用
区
分
に
応
じ
た
限
度
額
ま
で
の
支

払
い
で
済
む
制
度
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、

こ
の
制
度
を
受
け
る
に
は
、
事
前
の
申
請

が
必
要
で
す
。

①
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　
世
帯
全
員
が
町
県
民
税
非
課
税
で
あ
る

人
。

②
限
度
額
適
用
認
定
証

　
住
民
税
課
税
所
得
１
４
５
万
円
以
上
６

９
０
万
円
未
満
の
後
期
高
齢
者
医
療
の

被
保
険
者
が
い
る
世
帯
の
人
。

※

①
②
は
医
療
機
関
窓
口
で
被
保
険
者
証

と
と
も
に
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

※

入
院
時
の
食
事
代
な
ど
が
減
額
に
な
る

の
は
①
の
交
付
を
受
け
た
人
の
み
で
す
。

※

現
在
、
①
②
の
認
定
証
を
持
っ
て
い
て
、

８
月
１
日
以
降
も
引
き
続
き
該
当
す
る
人

は
、
申
請
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
新
し

い
認
定
証
を
被
保
険
者
証
と
併
せ
て
送
付

し
ま
す
。

３　兵庫県後期高齢者医療広域連合の被保険者数及び医療給付費の推移について
◎医療給付費は、年々上昇の一途をたどっています。
◎医療給付費の約１割を高齢者の保険料で賄う仕組みとなっています。

※被保険者数は年度の平均値
※（　）は一人当たりの医療給付費
※令和２・令和３年度は令和３年度予算時の見込み

平成23年度

約5,513億円
（88万5千円）

平成24年度

約5,732億円
（89万2千円）

平成25年度

約5,974億円
（90万6千円）

平成26年度

約6,157億円
（91万6千円）

平成27年度

約6,476億円
（93万9千円）

平成28年度

約6,670億円
（93万2千円）

平成29年度

約7,016億円
（94万6千円）

平成30年度

約7,203億円
（94万2千円）

被保険者数

医療給付費

622,997人
659,420人 672,128人

642,783人

令和元年度 令和２年度
（見込み）

約7,501億円
（95万9千円）

約7,547億円
（97万6千円）

787,369人 799,396人

令和３年度
（見込み）

約8,163億円
（100万6千円）

811,334人

689,748人
715,603人

742,033人 764,477人
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